
法人名 財団法人山梨みどり奨学会

ホームページＵＲＬ

【主要事業の概要】
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石和交通安全協力会婦人部

交通事故により、父若しくは母又はこれに代わる親族で主たる家計支持者を失った、県内の保育所又は学校
に在籍する幼児・児童又は生徒に奨学金等を給付するとともに、向学心に富み有能な資質をもつ生徒であっ
て、経済的理由により修学困難なものに対し学資の貸与を行う。
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交通事故により、父若しくは母又はこれに代わ
る親族で主たる家計支持者を失った、県内の
保育所又は学校に在籍する幼児・児童又は生
徒に奨学金等を給付する。

向学心に富み有能な資質をもつ高校生等で
あって、経済的理由により修学困難なものに対
し学資の貸与を行う。

（社）山梨県指定自動車教習所協会
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出資比率

所管部（局 ）課

電 話 番 号

E-mail ア ド レ ス

設 立 年 月 日
出資者名

横内正明

甲府市丸の内一丁目６番１号

http://www.eps1.comlink.ne.jp/~z-midori/

千円

【 法 人 の 概 要 】
代 表 者 名

所 在 地
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教育庁高校教育課

０５５－２２３－１７６９

z-midori@eps1.comlink.ne.jp

昭和４４年５月１日

H１９年度
事業費（単位：千円）
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山梨県自動車販売店協会
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主な事業名 内容 H１８年度

設 立
目 的
経 緯
概況等

交通遺児奨学金事業

育英奨学金事業

平均年齢

48
4,443



【経営の状況】 （単位：千円）
１７年度 １８年度 １９年度 増減（１９－１８）

6,006 7,360 8,308 948
0

6,994 8,787 6,911 △ 1,876
0
0

88,907 175,325 258,523 83,198
426 1,509 1,083

101,907 191,898 275,251 83,353
事業費 3,500 3,021 3,181 160

うち人件費 0
管理費 12,025 13,069 12,169 △ 900

うち人件費 6,165 7,855 7,965 110
経常支出 計 15,525 16,090 15,350 △ 740

86,382 175,808 259,901 84,093
0 26,958 0 △ 26,958
0 26,958 0 △ 26,958
0 0 0 0

86,382 175,808 259,901 84,093
305,984 392,366 568,174 175,808
392,366 568,174 828,075 259,901

（単位：千円）
１７年度 １８年度 １９年度 増減（１９－１８）

5,345 31,937 3,031 △ 28,906
392,366 539,761 825,989 286,228
397,711 571,698 829,020 257,322

5,345 3,524 945 △ 2,579
0
0
0

5,345 3,524 945 △ 2,579
392,366 568,174 828,075 259,901

うち基本財産への充当額 312,978 321,765 330,076 8,311
うち特定資産への充当額 27,062 54,054 155,168 101,114

（単位：千円）
１７年度 １８年度 １９年度 増減（１９－１８）

0
人件費（派遣法）補助金 0
人件費（派遣法以外）補助金 6,165 7,855 7,965 110
人件費以外の補助金 2,905 2,507 1,314 △ 1,193

9,070 10,362 9,279 △ 1,083
79,837 164,963 249,244 84,281
88,907 175,325 258,523 83,198

人件費（派遣法）委託金 0
人件費（派遣法以外）委託金 0
人件費以外の委託金 0

委託金 計 0 0 0 0
88,907 175,325 258,523 83,198

87.2 91.4 93.9 3
0
0

【県の財政的関与の内容・目的】

債務負担行為

交通被災遺児に対する経済的・精神的支援に補助し、就学の奨励及び健全な育成に寄与する。また、高校生に対する育英奨学金
の貸付原資に補助し、修学困難な者の教育機会を確保し、有用な人材を育成することを目的とする。（交通被災遺児奨学金給付事
業については、Ｈ１８及びＨ１９年度は基本財産の効率運用により、県補助金は全額返納した。）

項目

補助金
（運営費）

交通被災遺児奨学金給付事業及び高等学校育英奨学金貸与事業を円滑に実施するための補助。（交通被災遺児
奨学金給付事業については、Ｈ１８及びＨ１９年度は基本財産の効率運用により、県補助金は全額返納した。）

委託金

補助金
（事業費）

流動資産

県の財政的関与の割合（％）

県債務負担実際残高

内容・目的
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味
財
産
の
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況
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況

県
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財
政
的
関
与
の
状
況

固定負債
うち長期借入金

負債 計
正味財産

雑収益
経常収入 計

当期経常増減額
経常外収入

受取寄付金
受託事業収益
自主事業収益
受取補助金等

項 目
基本財産運用益

県支出金 計

運営費補助金
事業費補助金

補助金 計

項 目
負担金

受取会費

経常外支出
当期経常外増減額

正味財産期首残高

県貸付金残高

資産 計
流動負債

うち短期借入金

当期正味財産増減額

正味財産期末残高

項 目

固定資産



【自己評価・評点集計】：（経営評価算出表により、法人自らが評価した結果を記入）

評価の視点 評価項目数 満点 評点 得点率

目的適合性 5 20 12 60.0%

計画性 5 20 16 80.0%

組織運営の
適正性 4 15 11 73.3%

財務状況 11 44 37 84.1%

効率性 7 28 24 85.7%

合計 32 127 100 78.7%

【警戒指標】

【出資法人の自己評価】：（各評価の視点毎に、法人自らによる分析・検証の結果及び対応策を記入）

対応策

平成１７年度から実際の業務が開始となった育英奨学金事業においては、平成２０年度から返還金回収業務が本格化
し、今後の事務量増大が見込まれるので、中長期経営計画及び事業運営合理化計画等に基づき、業務の一層の改善・
合理化を図りたい。

比較的小規模の法人であるため、役員については全員非常勤としており、職員数が少なく管理職員数比率は高くなって
しまう。しかし、最低限の人員で厳正効率的な運営ができる組織としている。

育英奨学金事業については、将来の貸付資金を国庫から１０～１５年間集中交付を受けることになっているため、補助
金収入依存率が高くなっている。交通遺児奨学金給付事業については、基金の効率運用により自己資金の確保に努め、
県からの財政支援解消を数年内には図って行くこととしている。
平成１６年度から育英奨学金事業が統合したが、同年度は新事業準備期間であった。平成１７年度から段階的に貸付

業務が開始となったことに伴い、管理費が増加したものであるが、各経費費目の節約に努めている。

目的適合性と組織運営の適正性の評価がやや低い結果となってしまっているが、中長期経営計画等を検討し業務の改
善・強化を図りたい。

財務状況

効率性

総合的評価

評価ポイント

出資法人が当初の設立目的あるいは公益目
的と適合した業務を行っているかを問う視点

出資法人が長期的ビジョンを持って計画的に
事業運営に取り組んでいるかを問う視点

組織・人事・財務等の内部管理体制が適切に
整備、運用され、かつ情報公開による透明性
の確保が適切であるかを問う視点

出資法人の経営の安全性や収益性を問う視
点

出資法人の組織の管理運営上における人的・
物的な経営資源が有効活用されているかを問
う視点

目的適合性

計画性

組織運営の
適正性

顧客満足度調査については事業の性格上これまで行っていなかった。また、目標達成度については、（修学継続者数
÷各年度奨学金貸与者数×１００ ： Ｈ１７年度１８９÷１９４×１００＝９７．４２％ ， Ｈ１８年度４０４÷４１６×１００＝９７．１
２％，Ｈ１９年度６３６÷６４８×１００＝９８．１５％）としたものであり、ほぼ１００％に近く十分な成果があった。
平成２０年度から本格化した返還金回収業務のための中期的業務計画を策定した。また、資産運用方針により計画的

な事業運営に取り組んでいる。

経営評価レーダーチャート
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【法人担当部局の所見】：（法人所管部局による各評価の視点毎の分析、評価）

【総合評価】：（経営評価委員会、経営評価アドバイザーによる総合評価）

【総合所見等に対する今後の対応方針】

今後更なる改
善、見直しを
行うべき視点

目的適合性 計画性 組織運営の適正性 財務状況 効率性

Ｃ
（５０％～６０％）

Ｄ
（～５０％）

目的適合性
事業の意義、効果、目的達成度は高く、財団の設立目的に沿った業務が行われている。

計画性
返還業務に対応した中期的業務計画及び資金運用管理方針を策定し、短期・中期に及ぶ視点
で、経営計画の一部に代えているなど、業務に計画性を持って進めている。

組織運営の
適正性

最低限の組織体制として内部管理体制を運営しており、適正な組織運営が行われている。

財務状況
育英奨学事業の特殊性から補助金に依存しているように評価されてしまうが、法人本体の運営
状況は、財政支援の解消を実現させて、これを定着化させる途上にあり、安定した経営状況が見
込まれている。

効率性
人件費抑制や管理費等の削減を継続しており、効率性が高い。

総合的評価

示された評価指標によって低く評定せざるを得ない事項もあったが、適合性や財務状況及び効
率性など高く評価できる。

・交通被災遺児奨学金給付事業については、資金運用管理規程等の適切な運用により、恒常的に県補助金を
受けることのない財務状況を実現させる。
・育英奨学金事業については、平成２０年度から返還金回収業務が本格化し今後の事務量増大が見込まれる
ため、平成２１年度に経営計画を策定し、業務の一層の改善・合理化を行い、管理経費の抑制に努める。

総合的所見

※ ラ ン ク 下
の％は得点
率 の 範 囲

・基金の運用益や寄付金により、奨学金事業を行っており、全体的に概ね健全な経営状況にあ
るといえる。
・奨学金給付・貸与事業の性格上、県民ニーズの把握や目標達成度で低い評価となっているが、
今後は、県民ニーズの分析・検証を確実に実施し、法人運営に反映させる手法を確立する必要
がある。
・また、平成１７年度から日本育英会県支部事業を引き継ぎ、高校生の奨学金事業を開始し、
年々事業が拡大していることから管理経費の増嵩が見られる。今後、更に、返還金回収業務な
ど業務量の増加が想定されるが、管理経費を抑制するために、徹底したコスト縮減策の検討な
ど、更なる効率化・合理化に努めるべきである。

Ａ
（７５％～）

Ｂ
（６０％～７５％）


